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事件番号 ：平成１６年(ワ)第３１２４号

事件名 ：損害賠償請求事件

H18.5.25裁判年月日 ：

裁判所名 ：京都地方裁判所

部 ：第２民事部

結果 ：一部認容

登載年月日 ：

判示事項の要旨 ： 被告らが強盗致傷事件の被害者である原告に対し同事件に関

し偽証を強要したとして，被告らに対する損害賠償請求が一部

認容された事例。

主 文

１ 被告らは，原告Ａに対し，連帯して，１７９万５５５３円及びこれに対する

平成１５年１２月１９日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

２ 被告らは，原告会社に対し，連帯して，１１８７万１６３５円及びこれに対

する平成１５年１２月１９日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払

え。

３ 原告らのその余の請求をいずれも棄却する。

４ 訴訟費用は，原告Ａと被告らとの間で生じた費用はこれを２５分し，そのう

ち２１を原告Ａの負担とし，その余は被告らの負担とし，原告会社と被告らと

の間で生じた費用はこれを１００分し，その４３を原告会社の負担とし，その

余は被告らの負担とする。

５ この判決は，１，２項に限り，仮に執行することができる。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

１ 被告らは，原告Ａに対し，連帯して，１０６９万５５５３円及びこれに対す
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る平成１５年１２月１９日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払

え。

２ 被告らは，原告会社に対し，連帯して，２０８９万７１９０円及びこれに対

する平成１５年１２月１９日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払

え。

第２ 事案の概要等

１ 本件は，被告らが，①原告Ａを被害者とする強盗致傷事件を隠ぺいし，同事

件の被疑者の釈放等を目的として，同原告を軟禁し，もって，同原告の身体な

いし行動の自由を侵害し，また，同原告が代表者を務める原告会社の営業活動

を６か月間不能にしたこと，②上記目的のために，原告Ａを強要して，上記強

盗致傷事件につき偽証させたこと，③原告Ａ所有の自動車を同原告に無断で売

却したこと，④原告会社の預金を喝取したこと，⑤原告会社の賃借権及び備品

の権利を喪失させたことを理由として，

( ) 原告Ａが，被告らに対し，共同不法行為に基づき，連帯して，損害金１０1

６９万５５５３円及びこれに対する最終不法行為日である平成１５年１２月

１９日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払

を，

( ) 原告会社が，被告らに対し，共同不法行為に基づき，連帯して，損害金２2

０８９万７１９０円及びこれに対する最終不法行為日である平成１５年１２

月１９日から支払済みまで前同様年５分の割合による遅延損害金の支払を

それぞれ求めた事案である。

２ 基礎となる事実（証拠を付さない事実は，当事者間に争いがないか弁論の全

趣旨により容易に認められる ）。

( ) 当事者等1

ア 原告会社は，婦人下着，婦人服及びその他の衣料品の卸・販売等を行う

， ， （ ，有限会社であり 株式会社Ｄ１の指揮 監督を受ける会社である 甲１１
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１３，３４，乙１６ 。）

イ 原告Ａは，原告会社の取締役である（甲１１，１３，３４，乙１６ 。）

ウ 被告Ｂ１は，株式会社Ｄ１の代表取締役である（乙１６ 。）

， （ ， ）。エ 被告Ｂ２は 株式会社Ｄ２の代表者である 甲１７ 乙９ないし１４

( ) 事実経過2

ア 原告Ａは，平成１５年２月７日，大阪府 市 丁目 番 号「Ｄ３」a bc d e

，Ｄ４支店駐車場及び京都府 市ｇｈ丁目 番 所在のＥ１事務所においてf i j

指定暴力団Ｅ１構成員Ｃ１，同Ｃ２，同Ｃ３（なお，以下，Ｃ１，Ｃ２及

びＣ３を「Ｃ１ら３名」という ）から，暴行，脅迫等を受けて，反抗を。

抑圧された上，原告会社名義のキャッシュカードを強取され，その際，上

記暴行により，全治１か月を要する左眼窩吹き抜け骨折，頭部打撲，頚椎

捻挫，胸腹部打撲の傷害を負わされた。

原告会社は，その後，上記キャッシュカードを利用され，同原告名義の

預金口座から現金２０７９万円を引き出された。

（以下，Ｃ１ら３名の上記行為を「本件強盗致傷事件」という ）。

イ 原告Ａは，平成１５年２月２０日ころ，京都府Ｆ警察署（以下「Ｆ警察

署」という ）に対し，本件強盗致傷事件につき，被害届（以下「本件被。

害届」という ）を提出した。。

ウ Ｃ１ら３名は，平成１５年６月２日ないし同月３日，本件強盗致傷事件

について逮捕された。

エ 原告Ａは，平成１５年９月９日，京都地方裁判所におけるＣ１ら３名の

強盗致傷等事件の公判期日（以下「本件公判」という ）において，真実。

は上記ア記載のとおりであるにもかかわらず 「自動車の運転を巡ってＣ，

２とトラブルになり，同人とけんかになったが，同人から一方的に暴行を

受けたわけではない。Ｃ１が仲裁に入ったのであり，同人とＣ３からは暴

行を受けていない。キャッシュカードは，強取されたのではなく，Ｃ１に



- 4 -

， 。 ，自分から交付したのであり 同人に出金を要請した 現金２０７９万円は

窃取されたのではなく，Ｃ１が経営する金融業に出資したものである 」。

などと証言し，偽証を行った（乙６，６６。以下「本件偽証」という 。。）

( ) 賃貸借等3

ア 原告会社は，平成１５年５月２５日ころ，株式会社Ｄ５（当時の商号。

以下「本件賃貸人」という ）との間で，次の約定で，ｋ市ｌ区 町 番。 m n

地所在のＤ６ビル６０４号室（以下「本件物件」という ）を賃借する旨。

の合意をした（甲５，原告Ａ本人。以下「本件賃貸借契約」という 。。）

(ア) 保証金 ９５万２０００円

(イ) 特 約 本件賃貸人は，原告会社に対し，本件賃貸借契約が同賃貸借

契約後３年未満で終了した場合には，保証金の７０％を，３年

以上５年未満で終了した場合には保証金の８０％を，５年以上

で終了した場合には，保証金の９０％を返還する。

イ 原告会社は，上記約定に基づき，本件賃貸人から，本件物件の引渡しを

受け，同原告所有の什器備品（以下「本件備品」という ）を本件物件に。

備え付けるとともに，本件賃貸人に対し，保証金として９５万２０００円

を支払った（甲１０，２４，原告Ａ本人 。）

， ， （ ）。ウ 本件賃貸借契約は 平成１５年８月７日ころ 合意解除された 甲６

第３ 争点

１ 原告Ａの損害賠償請求の可否

( ) 軟禁の有無1

( ) 車両の無断売買の有無2

( ) 偽証の強要の有無3

２ 原告会社の損害賠償請求の可否

( ) 預金の喝取の有無1

( ) 営業権侵害の有無2
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( ) 賃借権侵害等の有無3

３ 損害額

第４ 争点に対する当事者の主張

１ 原告Ａの損害賠償請求の可否（争点１）について

( ) 軟禁の有無（争点( )）について1 1

（原告Ａの主張）

被告らは，共謀の上，原告Ａに対し 「逃げるな。ヤクザは全国フランチ，

ャイズやし逃げても見つかる。そんなことをしたらお前は殺される 」など。

と申し向け，同原告を畏怖，困惑させ，平成１５年６月８日から同年１２月

１９日までの間，同原告を， 市内のホテル，同市内及び 市内のマンショo p

ンなどに軟禁して，違法に，同原告の身体ないし行動の自由を侵害した。

（被告らの主張）

被告らは，原告Ａに対し，同原告主張の発言をしていない。

o原告Ａは 暴力団関係者若しくは警察から逃れるために 自らの意思で， ， ，

市内のホテル等に滞在していたのであり，被告らが，同原告に強迫を加えた

り，困惑させるなどして，同原告を軟禁していたのではない。

実際，原告Ａは， 市内に来た当初，同市内のビジネスホテルで一人暮らo

しをし，さらに，食事，買物若しくは漫画喫茶等に赴くなど自由に行動して

いた。その後，原告Ａは，マンションを借り，同所に移り住んだが，昼間は

ほとんど一人で自由に行動していた。

また，原告Ａは，平成１５年８月下旬以降， 市内の会社で住み込みで働p

いていたが，これは，あくまで，同原告が希望したことである。

( ) 車両の無断売買の有無（争点( )）について2 2

（原告Ａの主張）

被告らは，共謀の上，被告Ｂ１が原告Ａの印鑑証明カード，決算書作成の

ための委任状を預かっていたことを奇貨として，平成１５年７月４日ころ，
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同原告に無断で，同原告使用名義の自動車（メルセデスベンツ，以下「本件

車両」という ）を売却し，同代金を不法に取得した。。

（被告らの主張）

原告Ａは，本件車両のローンの完済又は同原告の生活費の捻出のために，

自らの意思で本件車両を売却したのであり，被告らが同原告に無断で本件車

両を売却した事実はない。被告Ｂ２は，同売却代金のうち本件車両のローン

残額及び自動車税等を控除した金員を預かり，原告Ａの小遣い，食費，遊興

費等に充てた。

なお，被告Ｂ１は，原告Ａが本件車両を売却したことにつき，何ら関与し

ていない。

( ) 偽証の強要（争点( )）について3 3

（原告Ａの主張）

被告らは，共謀の上，原告Ａを強要して，本件偽証をさせ，もって，義務

なき行為をさせて，同原告の行動の自由を侵害した。

（被告らの主張）

原告Ａは，自らの意思で本件偽証を行ったのであり，被告らが同原告に本

件偽証を強要した事実はない。

２ 原告会社の損害賠償請求の可否（争点２）について

( ) 預金の喝取の有無（争点( )）について1 1

（原告会社の主張）

ア 被告らは，共謀の上，上記１( )「原告Ａの主張」記載のとおり，原告1

Ａが畏怖，困惑していることに乗じて，金員を喝取しようと企て，平成１

５年６月２６日，同原告に， 市 区 所在のＤ７銀行Ｄ８支店及び大阪r s t

府 区所在のＤ９金庫Ｄ１０支店において，原告会社名義の口座から，合u

計１０７０万円の金員を引き出させた上，同日，被告Ｂ１宅地下室におい

て，原告Ａから上記１０７０万円を取り上げ，喝取した。
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イ 被告らは，上記１０７０万円が原告Ａの生活費等の支払に充てられた旨

， ， ，主張するが 原告会社が 上記１０７０万円からその控除を認め得るのは

次のとおり，合計１１２万５０００円のみである。

① 研修センター費 ２８万５０００円

② 国民健康保険 １万００００円

③ 車両代 ５０万００００円

④ プレゼント代 １０万００００円

⑤ 小遣い ２３万００００円

（被告Ｂ２の主張）

平成１５年６月当時，原告会社は既に営業継続が困難な経営状態であった

ところ，原告Ａは，原告会社の債務整理等の目的で，同原告名義の口座から

約１０００万円を引き出し，同金員から原告Ａの生活費相当額を控除した金

額を，原告会社の未払金等の支払に充てた。

被告Ｂ２は，原告Ａの希望により，同原告から同原告の上記生活費相当額

をいったん預かり，管理していたが，その後，同原告に対し，同金員全額を

返還した。

（被告Ｂ１の主張）

原告Ａは，原告会社の債務整理等の目的で，同原告名義の口座から金員を

引き出した。

被告Ｂ１は，原告Ａから，上記金員のうち約７５０万円を受け取り，同原

告の元妻であるＣ４に対し，上記約７５０万円のうち５８０万円を渡した。

( ) 営業権侵害の有無（争点( )）について2 2

（原告会社の主張）

被告らは，上記１( )「原告Ａの主張」記載のとおり，原告Ａを軟禁し，1

もって，その間，原告会社の営業を不能にした。

（被告らの主張）
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原告会社は，直接の外交員，販社若しくは代理店を有しており，外交員の

管理は，原告Ａが電話で行うか，若しくは，Ｃ４や核となる販社に連絡をと

り管理を依頼すれば，同原告が現場にいなくとも可能であった。

( ) 賃借権侵害等の有無（争点( )）について3 3

（原告会社の主張）

被告らは，上記１( )「原告Ａの主張」記載のとおり，原告Ａを軟禁し，1

原告会社が本件物件で営業及び賃料支払を続けさせることを妨げ，もって，

同原告の本件賃借権及び本件備品の権利を喪失させた。

（被告らの主張）

原告Ａは，原告会社の債務整理の一環として，本件賃貸借契約の解約及び

本件備品の処分を希望し，被告Ｂ１又はＣ５に対し，同各行為を委任した。

被告Ｂ１又はＣ５は，同委任に基づき，本件賃貸借契約の解約及び本件備品

の処分を行ったにすぎず，原告会社の権利を侵害していない。

また，原告Ａには共同出資者がいたのであるから，本件賃貸借契約を解約

する必要はなかった。

本件備品のうちソファーについては，原告会社の共同出資者が，その余の

テーブルと椅子は，株式会社Ｄ１が保管している。

３ 損害額（争点３）について

（原告らの主張）

原告らは，被告らの共同不法行為により，次のとおり，損害等を被った。

( ) 原告Ａについて1

ア 軟禁による慰謝料 ５００万００００円

イ 本件車両売買による損害 ４６９万５５５３円

(ア) 時価 ７４０万００００円

(イ) 自動車ローン残高の弁済 △２７０万４４４７円

なお，上記を除く本件車両のローン１９万４１４５円の弁済は，原告
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Ａが行っているから，これを上記金額から控除することはできない。

ウ 偽証強要による慰謝料 ３００万００００円

エ 損益相殺（平成１６年９月２４日支払分） △２００万００００円

オ 合計 １０６９万５５５３円

( ) 原告会社について2

ア 営業不能 ９１９万４３９０円

１８３８万８７８０円（原告会社の平成１４年４月１日から平成１５年

３月３１日までの間の営業利益）÷１２か月×６か月（営業不能期間）

＝９１９万４３９０円

イ 預金喝取による損害 ９５７万５０００円

(ア) 預金の喝取 １０７０万００００円

(イ) 損益相殺 △１１２万５０００円

ウ 賃借権喪失 ８５万６８００円

原告Ａが軟禁されなければ，本件賃貸借契約は５年以上継続し，これに

より，原告会社は，本件賃貸人から保証金９５万２０００円の９割である

８５万６８００円の返還を受けることができた。

エ 本件備品 １４万６０００円

不法行為当時，本件備品の時価は１４万６０００円であった。

オ 合計 １９７７万２１９０円

（被告らの主張）

いずれも争う。

( ) 本件車両は，いわゆる事故車であることや，並行輸入車であること，同車1

両のスピードメーターが取り替えられていたことなどの理由により，状態が

悪いものであった。そして，自動車ローンの残額や自動車税の滞納分を控除

した後に自動車買取業者から交付された金額は約１００万円であった。した

がって，本件車両の時価が，平成１５年７月当時，７４０万円であった事実
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はない。

( ) 原告会社は，営業権侵害により生じた損害として，同原告の平成１４年４2

月１日から平成１５年３月３１日までの営業利益が１８３８万８７８０円で

あったと主張するが，これは，原告Ａが外交員にコミッションを支払わなか

ったり，強引な販売をしたことにより計上したものである。そして，平成１

４年３月３１日以前には原告会社が繰越損失を計上していたことや，源泉所

得税の未払，税理士報酬の未払，広告宣伝費の未払があったことなどからす

れば，同原告が継続的に同程度の収益を上げる蓋然性は低い。

( ) 賃借権喪失に関する原告会社の主張は争う。3

ア 本件賃貸借契約が，同契約締結後５年以上継続した可能性があったとの

立証はない。また，原告Ａは，本件物件において積極的に営業をしておら

， ， ，ず 原告会社の共同出資者も解約に反対していないから いずれにしても

賃貸借喪失につき損害は発生していない。

イ 本件備品は，原告会社の共同出資者が持ち帰ったか，あるいは，株式会

， ， ，社Ｄ１において保管されており いつでも返還可能であるから 同原告に

本件備品の喪失による損害はない。

第５ 当裁判所の判断

１ 認定事実

第２の２の事実に，証拠（甲１，２，１１ないし１９，３３ないし３６，乙

６ないし１６，６６，丙１，原告Ａ本人，被告Ｂ１本人，被告Ｂ２本人）及び

弁論の全趣旨を総合すると，次の各事実が認められる。

( ) 関係者1

ア Ｃ６は，平成１５年２月当時，指定暴力団Ｅ２の会長であった。

イ Ｃ７は， 市内において，雑貨販売業を営んでいる者であり，Ｃ６とのo

交友関係があった者である。

ウ Ｃ５は，株式会社Ｄ１の専務取締役であり，原告Ａに対する強要罪等で
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逮捕，勾留されたが，起訴猶予処分となった。

エ Ｃ８は，株式会社Ｄ１の従業員であり，原告Ａに対する強要罪等で逮捕

されたが，起訴猶予処分となった。

( ) 事実経過2

ア 原告Ａは，平成１５年２月７日，被告Ｂ１に対し，本件強盗致傷事件が

あったことを伝えた。

イ 被告Ｂ１は，平成１５年２月８日，被告Ｂ２に本件強盗致傷事件への対

処につき相談したところ，同被告は，同日，Ｃ７に同事件への対応につき

相談し，さらに，Ｃ７は，同日，Ｃ６に同事件への対処につき相談した。

ウ Ｃ６は，Ｅ１関係者との間で，本件強盗致傷事件について交渉を行った

ところ，Ｅ１が原告Ａに１０００万円を返還すること，及び，Ｃ１らが，

同原告に対し，本件強盗致傷事件につき謝罪することで合意に達した。

エ Ｃ１は，平成１５年２月１６日，京都府 市所在のファミリーレストラf

ン「Ｄ１１」において，Ｃ６，Ｃ７及び被告らの面前で，原告Ａに対し，

本件強盗致傷事件につき，謝罪を行った。

Ｃ６は，その際，Ｅ１が原告Ａに返還した１０００万円のうち５００万

円を上記交渉の手数料として受け取り，同原告は，残額５００万円を受け

取った。

オ 原告Ａは，平成１５年２月２０日ころ，本件被害届をＦ警察署に提出し

た。

カ 本件強盗致傷事件を理由に，Ｃ１及びＣ２は，平成１５年６月２日に，

Ｃ３は，同月３日に，それぞれ逮捕された。

キ Ｃ１ら３名が逮捕されたことから，原告Ａ，被告Ｂ２，Ｃ６，Ｃ７及び

Ｅ１の構成員らは，平成１５年６月２日，その対処を協議するため，滋賀

県 市所在のＤ１２ホテルに集まった。v

その後，被告ら，Ｃ７，Ｃ６及びＣ５は，同日，ｋ市所在のＤ１３ホテ
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ルにおいて，原告Ａが本件被害届を提出したことについて同原告を糾弾し

た後，Ｃ１ら３名を釈放させるために，同原告に本件被害届を取り下げさ

せることや同原告を被告らの監視下に置くとの合意をした。

ク 原告Ａは，平成１５年６月３日から同月８日までの間，同原告宅に帰宅

せず，被告Ｂ１宅，ホテル，及びＣ８宅に滞在した。

ケ 原告Ａは，平成１５年６月３日，被告ら，Ｃ７及びＣ９弁護士と共に，

Ｆ警察署に赴き，同署の職員に本件被害届の取下げ等を願い出たが，Ｃ１

ら３名が釈放されることはなかった。

なお，Ｃ９弁護士に対する報酬は，被告Ｂ１が出捐している。

コ 被告ら及びＣ７は，警察官が原告Ａを発見することを阻止するために，

同原告をｋ市内等から 市内に移動させることとした。o

原告Ａは，平成１５年６月８日から翌９日にかけて，ｋ市内から 市内o

に移動したが，その際に，被告Ｂ１は，同原告から，従前同原告が使用し

ていた携帯電話を取り上げ，同原告に対し，Ｃ５が用意したプリペイド式

の携帯電話を与えた。

サ 原告Ａは，平成１５年６月９日から同年８月中旬まで，一時的にｋ市等

を訪れた場合を除き， 市内のホテル，被告Ｂ２宅，被告Ｂ２が用意したo

マンション等に滞在していた。そして，上記ホテルについて一部原告Ａが

， ，宿泊を申し込むなどしたものもあったが 上記のうち大部分の滞在場所は

被告Ｂ２が用意した。

原告Ａは，その間，被告Ｂ２らとともに，漫画喫茶，映画，海若しくは

ゲームセンターなどに遊びに行ったことがあり，時には，一人でこれらの

場所を訪れることもあった。

シ 原告Ａは，被告Ｂ２及びＣ７の指示により 「私は，此度被害届を出す，

気持ちはありませんでした。相手を処罰してもらいたいという様な考えは

全く持ち合わせておりません。この書面をもちまして被害届を取り下げま
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す 」などと記載した書面（以下「本件上申書」という ）を作成し，平成。 。

， ， ， ，１５年６月１２日 Ｃ７ 被告Ｂ２らと共に 市内からｋ市内に移動しo

さらに被告Ｂ１と合流した上で，ｋ市内のＤ１４郵便局から京都地方検察

庁宛に同書面を郵送した。

ス Ｃ１ら３名は，平成１５年６月２３日から同月２５日にかけて，本件強

盗致傷事件につき，強盗致傷及び窃盗罪で起訴された。

セ 被告ら，Ｃ６及びＣ７は，Ｃ１ら３名が起訴された後，遅くとも平成１

５年６月末ころまでの間に，Ｃ１ら３名の罪責を免れさせるため，原告Ａ

， ， 。に Ｃ１ら３名の刑事裁判において 本件偽証をさせる旨の合意に達した

ソ 原告Ａは，平成１５年６月２６日，Ｄ９金庫Ｄ１０支店の原告会社名義

の口座から，１０５６万７０００円を引き出した（ただし，上記出金のた

めの手数料として別途７３５円が上記口座から引き落とされている 。。）

原告Ａは，その後，被告Ｂ１宅において，上記金員のうち約５００万円

を同被告に，その残額をＣ５及び被告Ｂ２に手渡した。

タ 本件車両は，平成１５年７月４日ころ，有限会社Ｄ１５に代金４００万

円で売却された。

チ 原告Ａは，平成１５年８月中旬以降，Ｃ７の紹介で， 市所在のＤ１６p

株式会社において，住み込みで働いていた。

ツ 原告Ａは，平成１５年９月９日，Ｃ１ら３名が被告人として，Ｃ１０が

同人らの弁護人として在廷し，被告Ｂ２及びＣ７が傍聴していた本件公判

において，本件偽証をした。

その際，被告Ｂ２は，原告Ａが滞在していた 市内のマンションからｋo

市内まで，自動車で送迎した。

テ 原告Ａは，平成１５年９月９日から同月１１日まで， 市内のマンショo

ンに滞在していたが，同日以降，Ｄ１６株式会社に，同社の従業員ととも

に住み込みで勤務していた。
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原告Ａは，Ｄ１６株式会社に勤務している間に，同社の社員旅行で大韓

民国（以下「韓国」という ）を訪れたことがあった。。

ト 原告Ａは，平成１５年１２月１９日，Ｄ１６株式会社から退去し，同日

以降，京都府 町所在の知人宅で生活していたが，平成１６年１月７日，x

Ｆ警察署に出頭した。

ナ 原告Ａは，平成１６年３月１２日，京都地方裁判所において，同原告が

平成１５年９月９日に証言した内容が虚偽であることを証言した。

ニ 被告Ｂ１は，平成１６年９月２８日，京都地方裁判所において，同被告

が被告Ｂ２及びＣ６らと共謀の上，本件強盗致傷事件についての証拠隠滅

や原告Ａに対する本件上申書作成等の強要を行ったこと，及び，被告Ｂ１

が被告Ｂ２，原告Ａ，Ｃ６及びＣ１０と共謀の上，本件偽証を行ったとし

て有罪判決を受け，被告Ｂ２も，上記と同様の有罪判決を受けている。

他方，原告Ａは，本件偽証につき起訴猶予処分となった。

２ 原告Ａの損害賠償請求の可否（争点１）について

( ) 軟禁の有無（争点( )）について1 1

ア 原告Ａは，被告らが共謀の上，同原告を，平成１５年６月８日から同年

１２月１９日までの間， 市内等に軟禁した旨主張し，同主張に沿う同原o

告の供述（原告Ａ本人）ないし陳述（甲１１，３３）がある。

そこで，この点につき検討するに，①上記１の認定事実からすれば，原

告Ａは，被告ら及びＣ７の指示により，同原告が警察官若しくは検察官と

接触することを防ぐことを目的として，平成１５年６月８日から同年１２

月１９日までの間， 市内若しくは 市内等に滞在しているところ，同原o p

告が自発的に警察官若しくは検察官との接触を避ける動機が見当たらない

こと，②上記期間中，原告Ａの滞在場所を用意したのは，ほとんどが被告

Ｂ２ないしＣ７であり，かつ，被告Ｂ１においても， 市内に移動する際o

に，従前同原告が使用していた携帯電話を取り上げ，連絡用のプリペイド
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式携帯電話を別途与えるなどしていること，③１に判示したとおり，原告

Ａが，本件上申書を京都地方検察庁に送付し，あるいは，本件偽証を行う

ため京都地方裁判所に出廷するなどの行動をする際には，常に被告Ｂ２な

いし被告らが行動を共にしていること，④原告Ａは，上記期間中に，被告

Ｂ２ないしＣ７の指示により，本件上申書の作成及び本件偽証を行ったと

認められるところ，これらの行為は，平成１５年２月２０日ころ同原告が

本件被害届を提出し，本件強盗致傷事件につきＣ１ら３名の処罰を希望す

る旨を表明していることや，同原告が，平成１６年３月１２日に京都地方

裁判所において，同原告の平成１５年９月９日の証言が虚偽であると証言

したことと相容れないものであることからすれば，同原告の意思に反する

行為であることは明らかであり，上記期間中にこのような同原告の意思に

反する行為が行われること自体が，同原告が被告らの行為により畏怖，困

惑していたと推認させることを総合すると，原告Ａが， 市内において漫o

画喫茶等を訪れるなどの単独行動をとっていたことや，Ｄ１６株式会社の

社員旅行により韓国旅行に行ったことがあったことなどを考慮しても，同

o原告が 被告らの指示により 自己の意思に反して 被告らの監視の下， ， ， ，

市内若しくは 市内において生活を行うことを余儀なくされたと認められp

る。したがって，被告らは，共謀の上，平成１５年６月８日から同年１２

月１９日までの間，原告Ａの意思に反して，同原告の行動の自由を制限し

たものと評価できるから，上記被告らの行為は，同原告に対する共同不法

行為を構成する。

イ これに対し，被告らは，原告Ａが 市内若しくは 市内に滞在することo p

を承諾していた旨主張し，それに沿う被告らの供述（被告Ｂ１本人，被告

Ｂ２本人）ないし陳述（乙１６，丙１）がある。しかし，仮に，被告らの

供述ないし陳述のとおり，原告Ａが，被告らに対し，外形的には 市内等o

に滞在することを承諾したことがあったとしても，上記判示内容に照らせ
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ば，同承諾は同原告の真意に基づくものではなく，そのことを被告らも当

然知り得たと認められるから，被告らの上記主張は採用できない。

( ) 車両の無断売買の有無（争点( )）について2 2

ア 原告Ａは，被告らが共謀の上，同原告に無断で，本件車両を売却した旨

主張し，それに沿う同原告の供述（原告Ａ本人）及び陳述（甲１１）があ

る。

そこで，上記１の認定事実を前提に検討するに，①本件車両の売却は，

上記判示内容のとおり，原告Ａが，被告らの指示により行動の自由を制限

されていた時期に行われたものであり，当該状況下では，同原告が，被告

らの指示に反することが極めて困難であったこと，②本件車両の売却代金

は，同車両のローンの残金に充当されたものを除き，全額被告Ｂ２が管理

していたこと（丙１）などに照らすと，原告Ａの上記供述ないし陳述は採

用できるから，同原告の上記主張は認められる。

イ これに対し，被告らは，原告Ａが，原告会社の債務整理等の一環として

本件車両の売却を被告Ｂ２に依頼し，同車両の売却に承諾を与えたもので

あり，かつ，売却代金を同車両のローンの残金の精算や同原告の生活費等

に充当した旨主張し，それに沿う被告らの供述（被告Ｂ１本人，被告Ｂ２

） （ ， ） 。 ， ，本人 ないし陳述 乙１６ 丙１ がある しかし 上記判示内容に加え

①後記３( )に判示するとおり，原告Ａが，平成１５年６月ないし７月当1

時，原告会社の債務整理等を真意から被告らに依頼する意思があったとは

認め難いこと，②被告Ｂ２が管理していた本件車両の売却代金の残金が，

原告Ａの生活費等に使用された客観的証拠がないこと，③仮に，上記被告

Ｂ２が管理していた金員が原告Ａの生活費等に使用されたとしても，同生

活費等は，同原告が，自己の意思に反して 市内等に滞在させられた際のo

費用であって，同原告が，真意から支払を行うことを承諾していたとは考

え難いことなどからすれば，原告Ａの上記供述ないし陳述に対比して，被
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告らの上記供述ないし陳述は採用できず，また，被告ら主張の売却代金の

使途を損益相殺の対象とすべきものとも解されないことからすれば，被告

らの上記主張には理由がない。

ウ さらに，被告Ｂ１は，同被告が，本件車両の売却につき何ら関与してい

， ， ， ，ない旨主張するが 同被告は 本件車両を売却する際 被告Ｂ２とともに

（ ，駐車中の同車両に乗って被告Ｂ１宅に移動するなどしていること 甲１１

甲３６）からすれば，被告Ｂ１が，本件車両の売却に関与していたことは

明らかであるから，同被告の主張は採用できない。

( ) 偽証の強要の有無（争点( )）について3 3

ア 原告Ａは，被告らが共謀の上，同原告に強要して，本件偽証をさせたと

主張し，それに沿う同原告の陳述（甲１１）がある。

そこで，上記１の認定事実を前提に検討するに，①原告Ａは，平成１５

年２月２０日ころ，本件被害届を提出して，Ｃ１ら３名への処罰を希望す

る旨を表明し，その後，平成１６年３月１２日には，同原告の平成１５年

９月９日の証言が虚偽であることを証言したところ，これらの行為と本件

偽証とは相容れない行為であり，かつ，同原告において，自発的に本件強

盗致傷事件について偽証しなければならない理由が見当たらないことから

すれば，本件偽証が同原告の意思に反する行為であることは明らかである

こと，②原告Ａが本件偽証を行った時期は，被告らの監視下のもと，その

行動の自由を制限されていた時期であり，同原告が，被告らの指示に反す

ることは極めて困難と推認されることに加え，同原告は，Ｃ１ら３名，Ｃ

１０，被告Ｂ２及びＣ７の面前で本件偽証を行っていることなどに照らす

と，原告Ａの上記陳述は採用でき，同原告の上記主張は認められる。

イ これに対し，被告らは，被告らが偽証の教唆ではなく，偽証の共同正犯

として有罪判決を受けていることや本件偽証時の証言内容ないし証言態度

等を挙げて，原告Ａが自らの意思で本件偽証を行った旨主張し，それに沿
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う被告らの供述（被告Ｂ１本人，被告Ｂ２本人）ないし陳述（乙１６，丙

１）がある。しかし，原告Ａが本件偽証を強要されて行ったことと，被告

らが偽証罪の共同正犯として有罪判決を受けたことは直ちに矛盾するもの

ではないし，被告らが主張する本件偽証時の証言内容や証言態度等をもっ

て，同原告が自らの意思で偽証を行ったと認めることもできないから，被

告らの上記供述ないし陳述は採用できない。したがって，被告らの上記主

張は採用できない。

３ 原告会社の損害賠償請求の可否（争点２）について

( ) 預金の喝取の有無（争点( )）について1 1

ア 原告会社は，被告らが共謀の上，原告Ａに原告会社名義の口座から合計

１０７０万円の金員を引き出させた上で，同金員を喝取したと主張し，そ

れに沿う原告Ａの供述（原告Ａ本人）ないし陳述（甲１１）がある。

(ア) そこで，１の認定事実を前提に検討するに，①１に判示した事実に

加え，少なくとも平成１５年６月２日ころまでは原告会社が通常の営

業活動を行っていたと認められること（甲５，乙９，原告Ａ本人）か

らすれば，原告Ａが，平成１５年６月２６日当時，真意から原告会社

の預金口座から１０００万円以上の金額を引き出すなどして同原告の

債務整理等をしようとする意思があったかは疑問であること，②原告

Ａは，平成１５年６月２６日当時，自己の意思に反して，被告らの監

， ， ，視の下 行動の自由を制限されていたことなどからすれば 同原告が

被告らの指示に反した行動をとることは極めて困難であったと推認さ

れること，③原告Ａが引き出した上記金員のうち，約５００万円は被

告Ｂ１に，その余はＣ５及び被告Ｂ２に交付されていることなどに照

らすと，原告Ａの上記供述ないし陳述のうち，被告らが共謀の上，同

原告に原告会社名義の口座から金員を引き出させた上で，同金員を喝

取したとする点については採用できる。したがって，被告らの上記行
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為は，原告会社に対する不法行為を構成する。

(イ) しかし，証拠（甲１）によれば，原告会社名義の口座から引き出さ

れた金員は，１０５６万７０００円（その外に上記出金に要する手数

料として７３５円が上記口座から引き落とされている ）にすぎず，そ。

の外に同原告名義の口座から金員が引き出されたことを裏付ける客観

的証拠がないことに照らすと，喝取された金額に関する同原告の主張

は，合計１０５６万７０００円（及び手数料７３５円）の限度で採用

でき，その余については採用できない。

イ これに対し，被告らは，原告Ａが，原告会社の債務整理等の目的で，

自らの意思で上記口座から金員を引き出した上で，これを被告ら及びＣ

５に交付した旨主張し，それに沿う被告らの供述（被告Ｂ１本人，被告

Ｂ２本人）ないし陳述（乙１６，丙１）がある。しかし，仮に，被告ら

が主張するような用途で上記金員が使用されたとしても，これにより，

原告Ａを畏怖，困惑させて上記金員を引き出させて同金員を喝取したこ

とによる不法行為の成立が左右されるものではないことに加え，①確か

に，被告Ｂ１は受け取った約５００万円をＣ４に渡している（被告Ｂ１

本人，乙６８）ものの，それは，原告Ａの希望ではなく，被告Ｂ１自身

（ ， ）， ，の判断で行われたものであること 甲４０ 被告Ｂ１本人 ②被告らは

被告Ｂ２及びＣ５が受け取った金員は，原告会社の経費等若しくは原告

Ａの生活費等に充てられたと主張するが，原告会社が自認する１１２万

５０００円を超える金額については，同原告の経費等若しくは原告Ａの

生活費等に充当されたと認めるに足りる証拠はないこと（被告Ｂ２ない

しＣ５は，丙１号証又は乙１５号証において，同被告ないしＣ５が受け

取った金員を原告会社の経費ないし原告Ａの生活費等に充てた旨陳述す

， 。）， ，るが 同陳述を裏付ける客観的証拠はないから採用できない ③仮に

同金員が原告会社の経費等若しくは原告Ａの生活費等に充てられたとし
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ても，原告会社の経費等に上記金員を充当した理由は，同原告の外交員

等が給料の未払により騒ぎ出し，捜査機関による捜査が及ぶことを阻止

する目的もあったこと（乙１１）や，原告Ａの生活費等は，同原告が，

その意思に反して 市内等に滞在させられた際の費用であり，同原告がo

自発的に支払うとは考え難いことからすれば，上記経費等の支出につい

て同原告が真意から承諾したとも考え難いし，別途不当利得返還請求が

できるかどうかは別論として，損益相殺の対象とすべきものとも解され

ないことに照らすと，被告らの上記主張やこれに沿う供述ないし陳述は

いずれも採用できない。

( ) 営業権侵害の有無（争点( )）について2 2

ア 原告会社は，被告らが共謀の上，原告Ａを軟禁し，その間，原告会社の

営業を不能にしたと主張する。

そこで，この点について検討するに，原告会社は，原告Ａが，平成１２

（ ， ） ，年４月２７日に設立した有限会社である 甲１１ 弁論の全趣旨 ところ

証拠（甲９，３９，原告Ａ本人）及び弁論の全趣旨によれば，同原告は，

平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの間，いわゆる同族会

社であり，常勤役員は原告Ａ１名であることや，同原告の事業は，いわゆ

る外交員に女性用下着を販売させ，同原告がこれを管理するという業態で

あり，かつ，同原告に所属する外交員を管理していたのは原告Ａであり，

同原告が原告会社の営業活動において必要不可欠な役割を果たしていたこ

とが認められることを総合すると，実質的には，原告Ａのみが原告会社の

経営を行っていたものと認められる（これに対し，被告Ｂ１は，原告会社

に共同出資者がいた旨陳述〈乙１６〉するが，当該共同出資者の役割等を

明らかにする客観的証拠がない以上，同陳述をもって，同原告に，原告Ａ

と共に原告会社の運営を行っていた者がいたと認めることはできない ）。

そして，これらの事実に加え，被告らが，原告Ａを，平成１５年６月８
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日から同年１２月１９日までの間，被告らの監視下に置き，その行動の自

由を制限していたことからすれば，上記期間中，被告らの上記行為により

原告会社の営業活動が阻害されたことは明らかであり，また，被告らは，

原告Ａの同業者であり，同原告が原告会社を設立する以前から，原告Ａと

知己を得ていたのであるから（甲３４，乙１６，被告Ｂ２本人 ，原告Ａ）

が原告会社の営業活動に必要不可欠な役割を果たしていたことを当然に認

識していたと認められる。

よって，被告らは，原告Ａの行動の自由を制限することにより，原告会

社の営業活動を阻害し，かつ，この点につき故意があったと評価できるか

ら，被告らの上記行為は，共同不法行為を構成する。

イ これに対し，被告らは，原告Ａにおいて，電話等により原告会社の外交

員等と連絡をとるなどして原告会社の営業活動を行うことができた旨主張

し，それに沿う被告Ｂ１の供述がある。しかし，上記被告らの主張を前提

にしても，上記に判示したとおり，原告Ａの行動の自由が制限されたこと

により，原告会社の営業活動が阻害されたことは否定できないから，被告

らの上記主張は採用できない。

( ) 賃借権侵害等の有無（争点( )）について3 3

ア 原告会社は，被告らが，原告Ａを軟禁して，原告会社が賃料等を支払う

ことができなくなり，その結果，同原告の本件賃借権及び本件備品の権利

を喪失させたと主張するので，以下，検討する。

イ 保証金返還請求権について

(ア) 原告会社の主張は，被告らが，同原告が本件賃貸人に対し有していた

保証金返還請求権を侵害したというものであると解される。

そこで，まず，被告らが原告Ａの行動の自由を制限していたことと，a

原告会社が本件賃貸借契約を解約し，その際，同保証金返還請求権を失

ったこととの間に相当因果関係があるか否かを検討するに，本件賃貸借
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契約は，原告会社がｋ市内で営業活動をするために締結したものである

（甲５，原告Ａ本人）ところ，上記( )に判示したとおり，同原告は，2

実質的には原告Ａのみが経営していたと認められることや，原告Ａがそ

の行動の自由を制限された結果，原告会社の営業活動が著しく阻害され

たと認められることからすれば，被告らの行為により，同原告が本件物

件における営業の中止を余儀なくされ，その結果，本件賃貸借契約を解

約せざるを得なくなったものといわざるを得ない。また，証拠（甲５，

甲６）及び弁論の全趣旨によれば，①本件賃貸借契約上，原告会社は契

約終了日の６か月以前に本件賃貸借契約の解約を申し入れる必要があ

り，これを遵守しない場合，解約申入れ日から６か月間の賃料を支払う

義務を負う旨規定されているところ，同原告が，被告らの行為により上

記規定を遵守できず，違約金として，解約申入れ日から６か月分の賃料

相当額の債務を負担したこと，及び，②原告会社の本件賃貸人に対する

保証金返還請求権と，本件賃貸人の原告会社に対する上記中途解約によ

る違約金を含めた債権とが相殺されたことが認められる。

これに対し，被告らは，原告Ａには共同出資者がいたから，本件賃貸b

借契約を解約する必要はなかった旨主張する。しかし，上記( )に判示2

したとおり，被告らが主張する共同出資者が，原告会社の経営を原告Ａ

と共に行っていたとは認められないことなどからすれば，上記被告らの

主張は採用できない。

(イ) 以上のとおり，被告らの行為により，原告会社の保証金返還請求権は

相殺により消滅することとなったところ，証拠（甲５）によれば，同請

求権は，あくまで，本件賃貸借契約が終了した時に初めて発生するもの

であるが，本件賃貸借契約に定められた解約の告知をした上で解約すれ

ば，少なくとも，保証金の７０％相当額である６６万６４００円の返還

を請求できると解されるから，同請求権は，具体的請求権ではないもの
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の，不法行為に対して，法律上保護され得る利益であると解するのが相

当であり かつ 本件賃貸借契約の解約を被告Ｂ１又はＣ５が行った 乙， ， （

１６，弁論の全趣旨）ことなどからすれば，被告らが同請求権の消滅を

認識していたと推認される。

， ， ，したがって 被告らは 原告会社の上記保証金返還請求権を消滅させ

そのことにつき故意があったのであるから，上記被告らの行為は，共同

不法行為を構成する。

(ウ) これに対し，被告らは，原告Ａが本件賃貸借契約の解約を希望した旨

主張するが，本件賃貸借契約は平成１５年５月２５日ころに締結されて

いたところ，そのわずか３か月後に同契約が解約されていることや，上

記に判示した原告会社が本件賃貸借契約を締結した目的等に照らし，被

告らの上記主張は採用できない。

ウ 本件備品について

(ア) 原告会社の主張は，被告らが，本件備品を処分することにより，同備

品に対する同原告の所有権を侵害したことが不法行為であるとして，そ

の代金相当額の損害賠償を請求するものと解される。

(イ) そこで，この点につき検討をすると，被告らは，本件備品のうち一部

（ソファー）は原告会社の共同出資者が保管し，その余は株式会社Ｄ１

が保管している旨主張する。

このうち，原告会社の共同出資者が本件備品のうち一部（ソファー）

を保管しているとの被告らの主張に対し，原告会社は，これを争い，同

旨の原告Ａの陳述書（甲３３）を提出するが，これのみでは，上記共同

出資者が本件備品を保管していることを否定できないし，他に，被告ら

が上記ソファーを処分するなどして，原告会社の所有権を侵害したと認

めるに足りる証拠はない。したがって，この点に関する原告会社の主張

は採用できない。
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また，被告らは，本件備品のうち，上記共同出資者が持ち帰ったとす

る備品以外の備品（テーブルと椅子）については，株式会社Ｄ１で預か

っており，何時でも返還する旨原告らに申し出ていること（乙２，弁論

の全趣旨）などからすれば，株式会社Ｄ１で預かっているとされる備品

， 。 ，について 原告会社の所有権が喪失したとは認められない したがって

原告会社がその引渡しを請求できるか否かは別論として，上記テーブル

と椅子の代金相当額の損害賠償を被告らに請求することはできないもの

と解される。

(ウ) 以上から，本件備品に関する原告会社の主張は理由がない。

４ 損害額（争点３）について

原告らは，被告らの上記各共同不法行為により，次のとおり損害等を被った

ものと認められる。

( ) 原告Ａについて1

ア 軟禁による慰謝料 ２００万００００円

上記２( )で判示したとおり，原告Ａは，平成１５年６月８日から同年1

１２月１９日までの間，被告らの監視下のもと，その行動の自由を制限さ

れている。したがって，原告Ａは，上記被告らの行為により，精神的苦痛

を受けたと認められるところ，本件に表れた一切の事情を考慮すれば，上

記精神的苦痛を金銭で慰謝するには２００万円が相当である。

イ 本件車両売買による損害 １２９万５５５３円

(ア) 上記１( )で判示したとおり，本件車両が４００万円で第三者に売却2

されたことに鑑みれば，本件車両の本件売買当時の時価は，４００万

円を下らないと解するのが相当であり，このことは，被告Ｂ２が，本

件車両の売却の際，買取業者から約２００万円の金額を提示された旨

陳述（丙１）していることを考慮しても覆るものではない。

これに対し，原告Ａは，本件車両の時価が７４０万円であると主張



- 25 -

し，それに沿う証拠（甲２０）を提出するが，本件車両は同原告の購

入時にメーターが交換されており，正確な走行距離が不明であること

（乙１１，丙１，原告Ａ，被告Ｂ２）などからすれば，３万６０００

㎞を走行した通常の程度の車両を前提とする上記証拠（甲２０）をも

って，本件車両の時価を認定することはできず，その外，原告Ａの主

張を裏付けるに足りる客観的証拠はない（甲３号証は，その記載を前

提にしても，原告Ａが，本件車両及びその付属品等を購入した価格と

される金額が記載されたものにすぎないから採用しない ）から，同原。

告の同主張は採用できない。

(イ) そして，原告Ａは，上記損害から自動車ローンの残高相当額である

２７０万４４４７円を損益相殺として控除することを自認しているか

ら，結局，同原告が，本件車両の売買により被った損害は，１２９万

５５５３円であると認められる。

なお，被告Ｂ２は，本件車両の売却代金から同車両の自動車税８万

８０００円を支払った旨陳述する（丙１）が，同被告の同陳述を裏付

ける客観的証拠がないことに加え，Ｃ５は，被告Ｂ１が同自動車税を

個人的に支出した旨陳述していること（乙１５）や，原告Ａが被告Ｂ

２の上記陳述を否認していることに照らすと，同被告の上記陳述は採

用できないから，上記自動車税８万８０００円をもって，上記４００

万円から控除することはできない。

ウ 偽証強要による慰謝料 ５０万００００円

原告Ａは，上記２( )に判示したとおり，被告らから本件偽証を強要さ3

れたことにより，精神的苦痛を被っているものと認められるところ，同原

告が，本件偽証により，単に自己の意思に反した行為をすることを強要さ

れただけでなく，偽証罪により処罰される危険にさらされたことや，その

外に，上記アのとおり同じく本件強盗致傷事件に起因する軟禁による慰謝
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料額が２００万円と認められること，その他，本件に現れた一切の事情に

照らすと，上記精神的苦痛を金銭で慰謝するには５０万円が相当であると

認められる。

エ 弁済（争いがない事実） △２００万００００円

オ 合計 １７９万５５５３円

( ) 原告会社について2

ア 預金喝取による損害 ９４４万２７３５円

(ア) 上記３( )に判示したとおり，被告らによる預金の喝取により，原告1

会社は，預金されていた金員１０５６万７０００円及びこの出金に要し

た手数料７３５円に相当する合計１０５６万７７３５円の損害を被った

ものと認められる。

(イ) そして，原告会社は，上記損害から１１２万５０００円を損益相殺と

して控除する旨自認しているから，結局，同原告が預金の喝取により被

った損害は，９４４万２７３５円であると認められる。

(ウ) なお，被告らは，喝取した金員を原告Ａの生活費等に用いた旨主張し

ているが，仮にそれが事実であったとしても，３( )イに判示したとお1

り，上記費用を損益相殺の対象とすることは相当でない。

イ 営業権侵害による損害 １８０万００００円

上記３( )に判示したとおり，被告らは，原告Ａの行動の自由を侵害す2

ることにより，原告会社の営業活動を阻害したと認められるため，その損

害額について検討するに，原告会社は，同原告の平成１４年４月１日から

平成１５年３月３１日までの営業利益（１８３８万８７８０円）を根拠と

して，同原告に，上記営業利益の６か月相当分である９１９万４３９０円

の損害が生じた旨主張する。

そこで，この点につき検討するに，確かに，原告会社の損益計算書上，

平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの営業利益として，１
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（ ） ， ，８３８万８７８０円が計上されている 甲９ ものの その期初において

同原告が繰越損失として合計２９５万６３１８円を計上していること（甲

， ） ， ， ，９ 原告Ａ本人 などからすれば 同原告が 平成１５年４月１日以降も

平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの間と同様の営業利益

を上げる蓋然性が高いとは認められない。また，本件においては，被告ら

の行為がなければ計上することのできた，平成１５年４月以降の原告会社

の営業利益の額を推認するに足りる客観的証拠がないことからすれば，同

原告の損害を検討する際には，上記平成１４年４月１日から平成１５年３

月３１日の営業利益を基礎にしつつも，同営業利益から相当程度減額した

金額をもって，損害と認める外ない。

そして，３( )に判示したとおり，原告会社は，実質的には原告Ａのみ2

により経営されており，同原告が平成１５年６月８日から同年１２月１９

日までの間，被告らの管理下で行動の自由を制限されたことにより，原告

会社の営業活動が相当程度阻害されたものと認められる（これに対し，被

告らは，平成１５年６月８日から同年１２月１９日までの間，原告Ａが電

話等で原告会社に指示を出すことができた旨主張し，それに沿う被告Ｂ１

の供述〈被告Ｂ１本人〉ないし陳述〈乙１６〉があるが，これに反する原

告Ａの供述〈原告Ａ本人〉があることや，同原告が，当時同原告が所持し

ていた携帯電話を取り上げられるなどして外部との自由な連絡を制限され

ていたことなど，１( )に判示した事実経過に鑑みると，同被告の上記供2

述は採用できない ）一方で，その間，原告会社が，原告Ａに対する役員。

報酬等の支払を免れ得たことなど，本件に現れた原告会社の営業活動に関

， ，する一切の事情を考慮すると 同原告の営業活動が阻害されたことにより

同原告に生じた損害は上記営業利益のほぼ２割に相当する１８０万円と認

めるのが相当である。

ウ 保証金返還請求権侵害による損害 ６２万８９００円
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上記３( )に判示したとおり，原告会社の保証金返還請求権が被告らに3

より侵害されたと認められるため，これにより，同原告に生じた損害額を

検討する。まず，当該保証金の返還率は，第２の２( )に判示したとおり3

であるところ，原告会社が本件賃貸借契約を締結した目的等を考慮したと

しても，被告らの行為がなければ，本件賃貸借契約が同契約締結後３年を

経過しても存続したと認めるに足りる証拠はないといわざるを得ないか

ら，同原告が返還を受けることができた保証金の額については本件賃貸借

契約締結後３年未満の解約に適用される，同原告が本件賃貸人に交付した

保証金の７０％相当額であることを前提に同保証金返還請求権の価値を判

断する外ない。したがって，原告会社の本件賃貸人に対する当該保証金返

還請求権の価値は，保証金の７０％相当額の６６万４６００円であり，同

原告は，被告らの行為により同６６万４６００円相当の損害を被ったと認

めるのが相当である。

もっとも，本件賃貸人が行った相殺により，原告会社に利益が生じてい

る場合には，この利益相当額は損益相殺の対象となり得る。そして，証拠

（ ， ） ， ， ，甲５ ６ 及び弁論の全趣旨によれば 原告会社は 本件賃貸人に対し

未払賃料３万５７００円，途中解約の違約金として６か月間の賃料相当額

７１万４０００円，及び原状回復に必要な費用相当額につき債務を負うこ

ととなり，本件賃貸人は，これらの債権を自働債権として，上記保証金返

還請求権と相殺を行ったと認められるところ，途中解約の違約金としての

６か月間の賃料相当額及び原状回復に必要な費用相当額は，被告らの行為

がなく，通常どおり本件賃貸借契約が終了していた場合にも発生したと認

めるに足りる証拠がないことからすれば，同相殺により同原告に生じた利

益は，未払賃料相当額３万５７００円であると解するのが相当である。

よって，原告会社が，保証金返還請求権の侵害により被った損害は，６

６万４６００円から３万５７００円を控除した６２万８９００円と解する
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のが相当である。

エ 合計 １１８７万１６３５円

５ 結語

以上の次第で，原告らの本件請求は，原告Ａが，被告らに対し，連帯して１

７９万５５５３円及びこれに対する最終不法行為日である平成１５年１２月１

９日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を，原

告会社が，被告らに対し，連帯して１１８７万１６３５円及びこれに対する最

終不法行為日である平成１５年１２月１９日から支払済みまで前同様年５分の

割合による遅延損害金の支払を求める限度で理由があるから，これを認容し，

その余は理由がないから棄却することとし，訴訟費用の負担につき民事訴訟法

６１条，６４条本文，６５条１項本文を，仮執行宣言につき同法２５９条１項

をそれぞれ適用して，主文のとおり判決する。
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